
 

外国金融子会社等に係る金融子会社等部分適用対象金額 

及び特定所得の金額等の計算に関する明細書 

 
１ この明細書は、居住者が租税特別措置法（以下「措法」といいます。）第40条の４第８項｟居住

者の外国関係会社に係る所得の課税の特例｠の規定の適用を受ける場合に記載します。 

２ 「請求権等勘案合算割合10」は、租税特別措置法施行令（以下「措法令」といいます。）第25条の

19第２項第１号｟課税対象金額の計算等｠に定める割合を記載します。この場合において、その割

合の計算に関する明細を別紙に記載して添付します。 

３ 「(20)又は((20)＋(21))22」は、部分対象外国関係会社（措法第40条の４第８項各号列記以外の

部分に規定する部分対象外国関係会社をいいます。以下同じです。)が保険業を行う部分対象外国

関係会社に該当する場合には「(20)又は」を消し、その他の場合には「又は((20)＋(21))」を消し

ます。 

４ 「24」から「26」の各欄は、「23」の割合が70％以下である場合には、記載を要しません。 

５ 「(27)のうち一定の要件を満たす部分対象外国関係会社が行う固定資産の貸付けによる対価の額

30」は、「⑤外国金融子会社等以外の部分対象外国関係会社に係る部分適用対象金額及び特定所得

の金額等の計算に関する明細書」の記載要領16に準じて記載します。 

６ 「(37)のうち部分対象外国関係会社が自ら行った研究開発の成果に係る無形資産等の使用料38」、

「(37)のうち部分対象外国関係会社が取得をしその事業の用に供する無形資産等の使用料39」及び

「(37)のうち部分対象外国関係会社が使用を許諾されその事業の用に供する無形資産等の使用料

40」には、それぞれ措法令25の22の３第20項第１号、第２号及び第３号に規定する使用料（これら

の規定に該当する使用料であることを明らかにする書類を保存している場合における当該使用料

に限ります。）の額を記載します。 

７ 「総資産の帳簿価額72」は、「⑤外国金融子会社等以外の部分対象外国関係会社に係る部分適用

対象金額及び特定所得の金額等の計算に関する明細書」の記載要領18に準じて記載します。 

８ 「減価償却費の累計額74」は、「⑤外国金融子会社等以外の部分対象外国関係会社に係る部分適

用対象金額及び特定所得の金額等の計算に関する明細書」の記載要領19に準じて記載します。 

９ 居住者が措法第40条の７第８項｟特殊関係株主等である居住者に係る特定外国法人の課税対象

金額等の総収入金額算入｠の規定の適用を受ける場合には、この明細書に所要の調整をして記載し

ます。 


